
（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 121,448

経常収益 5,982,858 126,572

838,072 -

2,329,541 126,572

5,861,410 126,572
4,307,484 126,572

うち人件費 18,307 4,788
1,553,926 -

うち管理費 1,553,926 -
当期経常外増減額 △ 242,237 -

2,031 -
244,268 -
28,898 -

△ 149,687 -
△ 19,180 -

45,411,050 -

当期増加額 611,219 -

16,560 -

当期減少額 △ 587,527 -

45,434,742 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）
特定契約 リース リコーリース㈱ 55,440
特定契約 リース リコーリース㈱ 15,372

件数 金額
0 0
0 0

0 0

収支

団体　計

動の促進に関する法律に基づく「中核的支援機関」として、中小企業を総合的に支援する

ため、各支援機関と連携し、総合相談事業や専門家派遣事業を行う。

項目

総合支援事業

パーソナルコンピューターの再リース

平成22年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

備考

１　事業（施設）名

２　事業（施設）概要

３　収支状況（単位：千円）

中小企業支援法に基づく「中小企業支援センター」として、また、中小企業の新たな事業活

資産（期末残高）

非公表案件

パーソナルコンピューターの再リース(9台)

４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No.

2

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

契約件名

1

うち 都からの補助金等

うち 都からの補助金等

管理費

経常外収益

事業費

当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

経常費用

うち 都からの委託料

経常外費用
法人税等（再掲）



（様式１－１）

平成22年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名

中小企業データベース運営支援事業

２　事業（施設）概要

企業情報、受発注情報、施策情報等を提供する中小企業データベースを運営し、中小

企業への情報提供の効率化と中小企業の情報収集における利便性の向上を図る。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち本事業
当期経常増減額 121,448

経常収益 5,982,858 97,816

うち 都からの委託料 838,072 -

うち 都からの補助金等 2,329,541 97,743

経常費用 5,861,410 97,816
事業費 4,307,484 97,816

うち人件費 18,307 -
管理費 1,553,926 -

うち管理費 1,553,926 -
当期経常外増減額 △ 242,237 -

経常外収益 2,031 -
経常外費用 244,268 -

法人税等（再掲） 28,898 -
当期一般正味財産増減額 △ 149,687 -
当期指定正味財産増減額 △ 19,180 -

資産（期首残高） 45,411,050 6,814

当期増加額 611,219 971

うち 都からの補助金等 16,560 971

当期減少額 △ 587,527 △ 1,452
資産（期末残高） 45,434,742 6,333

４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約方法 契約種別 契約件名 契約相手方 契約金額（円）
1 特定契約 委託 新企業システムの保守 日本電気㈱ 1,609,020
2 特定契約 委託 顧客管理システムへの企業データ更新追加作業 ㈱東京商工リサーチ 8,954,037
3 特定契約 委託 拠点間接続用回線の利用に伴うネットワーク変更作業 日本電気㈱ 428,715
4 特定契約 委託 シンクライアントシステムの導入に伴う機器導入作業 ㈱日立ソリューションズ 2,213,295
5 特定契約 グループウェアシステムの更新 富士ソフト㈱ 2,557,800
6 特定契約 リース 新企業システムのリース契約 NECキャピタルソリューション㈱ 1,645,518
7 特定契約 リース 新企業システムのリース契約 NECキャピタルソリューション㈱ 1,645,518
8 特定契約 委託 社内LANの再敷設 ㈱日立ソリューションズ 4,455,885

非公表案件 件数 金額
〇個人情報を含む案件 0 0
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件 0 0
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件 0 0



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 121,448

経常収益 5,982,858 15,698

838,072 -

2,329,541 15,698

5,861,410 15,698
4,307,484 15,698

うち人件費 18,307 -
1,553,926 -

うち管理費 1,553,926 -
当期経常外増減額 △ 242,237 -

2,031 -
244,268 -
28,898 -

△ 149,687 -
△ 19,180 -

45,411,050 41,947

当期増加額 611,219 -

16,560 -

当期減少額 △ 587,527 △ 8,532

45,434,742 33,415

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）
特定契約 委託 日立インターメディックス㈱ 871,500

特定契約 委託 日刊工業新聞 756,000

特定契約 委託 日立インターメディックス㈱ 229,425
特定契約 広告 日立インターメディックス㈱ 500,000
特定契約 委託 日立インターメディックス㈱ 10,143,000

特定契約 委託 日立インターメディックス㈱ 1,275,120

件数 金額
0 0
0 0

0 0

経常外収益

経常費用
事業費

No.

2

契約件名

4

1

法人税等（再掲）
経常外費用

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

6
動画コンテンツ運用に係るサーバ利用、運
用支援

資産（期末残高）

ホームページサーバの運用

４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

5

非公表案件

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

ホームページの改修

リスティング広告

ホームページコンテンツ追加作業3

ホームページ掲載対象企業の取材および
新聞広告によるPR

平成22年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

備考

１　事業（施設）名

２　事業（施設）概要

３　収支状況（単位：千円）

多摩地域に集積する中小企業等の優れた技術・製品や、首都圏の大学・研究機関

多摩の世界発信・進出企業発掘事業

うち 都からの委託料

項目

当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

うち 都からの補助金等

管理費

収支

団体　計

の技術情報を国内外に発信するホームページ「多摩の技術を世界へ！技術サイト・多摩」

を管理運営する。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 121,448

経常収益 5,982,858 65,589

838,072 -

2,329,541 65,589

5,861,410 65,589
4,307,484 65,589

うち人件費 18,307 -
1,553,926 -

うち管理費 1,553,926 -
当期経常外増減額 △ 242,237 -

2,031 -
244,268 -
28,898 -

△ 149,687 -
△ 19,180 -

45,411,050 -

当期増加額 611,219 -

16,560 -

当期減少額 △ 587,527 -

45,434,742 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）
特定契約 委託 ㈱拓装 1,491,000

入札 請負 トッパンフォームズ㈱ 8,748,180
入札 委託 トッパンフォームズ㈱ 11,993,016

件数 金額
0 0
0 0

0 0

〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

非公表案件

〇個人情報を含む案件

3 公社広報誌アーガス22、ビジネスサポートTOKYOの発送

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1 緊急円高対策商談会相談ブースの装飾業務

2 公社広報誌アーガス21、ビジネスサポートTOKYOの印刷

うち 都からの補助金等

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

経常費用
事業費

管理費

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

２　事業（施設）概要

中小企業の受発注に係る情報提供、企業巡回を通しての助言などを通して中小企業の

取引拡大を支援する。また、下請取引に係る紛争解決のための相談、助言及び調停・

あっせんを実施する。

平成22年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名

下請企業等振興事業



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 121,448

経常収益 5,982,858 95,075

838,072 -

2,329,541 95,075

5,861,410 95,075
4,307,484 95,075

うち人件費 18,307 1,216
1,553,926 37,696

うち管理費 1,553,926 37,696
当期経常外増減額 △ 242,237 -

2,031 -
244,268 -
28,898 -

△ 149,687 -
△ 19,180 -

45,411,050 1,154

当期増加額 611,219 230

16,560 230

当期減少額 △ 587,527 △ 259

45,434,742 1,183

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）
特定契約 リース 住信・パナソニック㈱ 156,240
特定契約 委託 三菱電機ビルテクノサービス㈱ 567,600

入札 不二興産㈱ 4,576,000

件数 金額
0 0
0 0

0 0

平成22年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

備考

１　事業（施設）名

２　事業（施設）概要

３　収支状況（単位：千円）

中小企業に働く人々のための健康管理事業、ライフプラン支援事業、共済事業等

うち 都からの委託料

項目

非公表案件

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

京浜島勤労者厚生会館建物管理委託

企業福利厚生支援事業

収支

団体　計

を実施し、中小企業の人材確保などを福利厚生の面から支援する。

４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No.

2
複合機のリース

昇降機の保守点検委託

当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

資産（期末残高）

うち 都からの補助金等

管理費

契約件名

3

1

法人税等（再掲）

経常外収益
経常外費用

経常費用
事業費

うち 都からの補助金等



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 121,448

経常収益 5,982,858 373,723

838,072 30,477

2,329,541 343,246

5,861,410 373,723
4,307,484 373,723

うち人件費 18,307
1,553,926

うち管理費 1,553,926
当期経常外増減額 △ 242,237

2,031
244,268
28,898

△ 149,687
△ 19,180

45,411,050

当期増加額 611,219

16,560

当期減少額 △ 587,527

45,434,742

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 リース
住信・パナソニックフィ
ナンシャルサービス㈱

75,674

特定契約 委託 ㈱東京ビッグサイト 4,324,795
特定契約 委託 セコム㈱ 1,764,000
特定契約 工事 セコム㈱ 478,170
特定契約 委託 セコム㈱ 1,220,000
競争契約 リース 日立キャピタル㈱ 8,114,400
競争契約 委託 ㈱和心 21,999,327
競争契約 委託 ㈱イオス 10,962,000

件数 金額
0 0
0 0

0 0

創業支援施設運営事業

収支

団体　計

また、入居企業に対して研修会・出張相談・入居者交流会などのソフト支援を継続的に

実施する。

創業支援施設管理事業

平成２２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

備考

１　事業（施設）名

２　事業（施設）概要

３　収支状況（単位：千円）

創業支援施設の管理運営業務及び施設管理業務を行う。

うち 都からの委託料

項目

〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

デジタル工房の管理運営等委託8

資産（期末残高）

5

ベンチャーKANDA及び神田庁舎警備委託3

デジタル工房映像編集機器の再リース

タイム２４ビルの維持管理業務

４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No.

2

6 デジタル工房映像編集機器のリース

神田庁舎建物管理委託

非公表案件

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

契約件名

4

7

1

ベンチャーSUMIDA警備機器移設工事

ベンチャーSUMIDA警備委託

創業支援施設運営事業

経常外収益
経常外費用

経常費用
事業費

うち 都からの補助金等

うち 都からの補助金等

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 121,448

経常収益 5,982,858 37,768

838,072

2,329,541 37,768

5,861,410 37,768
4,307,484 37,768

うち人件費 18,307
1,553,926

うち管理費 1,553,926
当期経常外増減額 △ 242,237

2,031
244,268
28,898

△ 149,687
△ 19,180

45,411,050

当期増加額 611,219

当期減少額 △ 587,527

45,434,742

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）
特定契約 委託 野村貿易㈱ 2,520,000

公表案件 件数 金額
〇個人情報を含む案件 0 0
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件 0 0

0 0

項目

海外販路開拓支援事業

うち 都からの補助金等

団体　計

海外展開を躊躇している中小企業に対してさまざまな角度から海外販路開拓支援を行う。

平成２２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

備考

１　事業（施設）名

２　事業（施設）概要

３　収支状況（単位：千円）

世界に通じる可能性を秘めた商品力を持ちながら、語学力や貿易実務経験への不安から

収支

2

5

3

「海外現地ビジネスデスク」委託業務

6

管理費

うち 都からの委託料

４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

うち 都からの補助金等

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

経常費用
事業費

No.

当期一般正味財産増減額

資産（期首残高）

契約件名

4

法人税等（再掲）

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）

7

1



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 121,448

経常収益 5,982,858 1,080,960

838,072

2,329,541 1,080,960

5,861,410 1,080,960
4,307,484 135,620

うち人件費 18,307 0
1,553,926 945,340

うち管理費 1,553,926 945,340
当期経常外増減額 △ 242,237

2,031
244,268
28,898

△ 149,687
△ 19,180

45,411,050 18,738

当期増加額 611,219 3,944

16,560 3,944

当期減少額 △ 587,527 △ 4,753

45,434,742 17,929

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託 ㈱サクセス 472,500

特定契約 リース
住信・パナソニックフィ
ナンシャルサービス㈱

452,021

特定契約 リース 三井CMリース㈱ 19,303

特定契約 役務の提供 ㈱時事通信 504,000

特定契約 媒介 東住興㈱ 1,427,580
特定契約 委託 新生サービス㈱ 6,457,500
特定契約 賃貸借 反町ビルディング㈱ 643,600

公表案件 件数 金額
〇個人情報を含む案件 0 0
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件 0 0

0 0

事務所移転に伴う一般媒介契約

当期一般正味財産増減額

契約件名

4 インターネットサービス「IJANP」の利用

資産（期末残高）

3

公益法人会計システム保守

No.

法人税等（再掲）

４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

うち 都からの補助金等

当期指定正味財産増減額

うち 都からの委託料

事務祖移転に伴う賃貸借変更契約

1

事務所移転業務委託

公益法人会計システムのリース

7

複合機のリース

2

5

管理費

経常外収益
経常外費用

資産（期首残高）

6

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

平成２２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

備考

１　事業（施設）名

２　事業（施設）概要

３　収支状況（単位：千円）

財団法人東京都中小企業振興公社の執行体制強化を図り、各事業の円滑な執行を図る

公社管理運営事業

ための管理運営を行う。

項目

うち 都からの補助金等

収支

団体　計

経常費用
事業費



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 121,448

経常収益 5,982,858 217,641

838,072 217,641

2,329,541 -

5,861,410 89,774
4,307,484 89,774

うち人件費 18,307
1,553,926 127,867

うち管理費 1,553,926 127,867
当期経常外増減額 △ 242,237 -

2,031 -
244,268
28,898 -

△ 149,687 -
△ 19,180 -

45,411,050 -

当期増加額 611,219 -

16,560 -

当期減少額 △ 587,527 -

45,434,742 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）
特定契約 リース ニッセイリース㈱ 4,377,324

件数 金額
0 0
0 0

0 0

経常外収益

うち 都からの補助金等

経常外費用

経常費用
事業費

うち 都からの補助金等

管理費

契約件名

1

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No.

資産（期末残高）

ノートパソコンのリース

非公表案件

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

平成22年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

備考

１　事業（施設）名

２　事業（施設）概要

３　収支状況（単位：千円）

都内中小企業による知的財産の創造や、保有する知的財産の保護及び活用の促進を通じ

知的財産総合センター事業

収支

団体　計

提供事業等を実施する東京都知的財産総合センターを運営する。

うち 都からの委託料

項目

中小企業の競争力の向上等を図るため、知的財産に係る総合的・専門的な相談及び情報



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 121,448

経常収益 5,982,858 92,798

838,072 -

2,329,541 13,582

5,861,410 92,798
4,307,484 40,697

うち人件費 18,307 -
1,553,926 -

うち管理費 1,553,926 -
当期経常外増減額 △ 242,237 -

2,031 -
244,268 -
28,898 -

△ 149,687 -
△ 19,180 -

45,411,050 36,882

当期増加額 611,219 -

16,560 -

当期減少額 △ 587,527 △ 9,119

45,434,742 27,763

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）
特定契約 委託 ㈱日立情報システムズ 2,401,922
特定契約 委託 ㈱日立情報システムズ 525,000
特定契約 レンタル 一般社団法人CRD協会 300,000

件数 金額
0 0
0 0

0 0

平成22年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

備考

１　事業（施設）名

２　事業（施設）概要

３　収支状況（単位：千円）

公社が、中小企業者に代わって生産設備等を購入し、低廉な価格でリースすること

うち 都からの委託料

項目

企業の地球温暖化防止に資する認定設備の導入を促進する。

非公表案件

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

中小企業経営診断システムサービスの提供

中小企業設備リース事業

収支

団体　計

により、資金調達力の乏しい中小企業等の経営基盤の強化に必要な設備及び中小

４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No.

2
設備リース基幹システム保守

設備リース基幹システム問い合わせサービス

当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

資産（期末残高）

うち 都からの補助金等

管理費

契約件名

3

1

法人税等（再掲）

経常外収益
経常外費用

経常費用
事業費

うち 都からの補助金等



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 121,448

経常収益 5,982,858 99,452

838,072 99,452

2,329,541

5,861,410 99,452
4,307,484 84,999

うち人件費 18,307
1,553,926 14,453

うち管理費 1,553,926 14,453
当期経常外増減額 △ 242,237

2,031
244,268
28,898

△ 149,687
△ 19,180

45,411,050

当期増加額 611,219

16,560

当期減少額 △ 587,527

45,434,742

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）
特定契約 修繕 ㈱富士管工 378,000
特定契約 委託 フジテック㈱ 1,556,100
特定契約 レンタル 日立キャピタル㈱ 103,950
競争契約 委託 東京ビル整美㈱ 135,261,000
競争契約 修繕 古河電池㈱ 3,045,000

件数 金額
0 0
0 0

0 0

秋葉原庁舎維持管理運営事業

収支

団体　計

平成２２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

備考

１　事業（施設）名

２　事業（施設）概要

３　収支状況（単位：千円）

行政財産として東京都から賃借している秋葉原庁舎の建物維持管理業務を行う。

うち 都からの委託料

項目

非公表案件

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

秋葉原庁舎建物管理
非常照明その他用蓄電池購入・据付

４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No.

2

5

自動体外式除細動器（AED)のレンタル3

下水管詰り他修繕

契約件名

4

1
昇降機設備点検保守

法人税等（再掲）

経常費用
事業費

うち 都からの補助金等

管理費

経常外収益
経常外費用

資産（期末残高）

当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 121,448

経常収益 5,982,858 186,516

838,072 186,516

2,329,541

5,861,410 186,516
4,307,484 161,638

うち人件費 18,307
1,553,926 24,878

うち管理費 1,553,926 24,878
当期経常外増減額 △ 242,237

2,031
244,268
28,898

△ 149,687
△ 19,180

45,411,050

当期増加額 611,219

16,560

当期減少額 △ 587,527

45,434,742

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）
特定契約 委託 セコム㈱ 122,448
特定契約 委託 ㈱山武 263,297
特定契約 委託 フジテック㈱ 582,960
特定契約 委託 ㈱富士通マーケティング 527,244
特定契約 委託 ㈱東洋製作所 386,078
特定契約 委託 日本ゴンドラ㈱ 123,448
特定契約 委託 小岩興業㈱ 90,000
競争契約 委託 ㈱リンレイサービス 35,199,978
競争契約 委託 建物管理委託（台東館） ㈱ダイケングループ 66,366,882

件数 金額
〇個人情報を含む案件 0 0
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件 0 0

0 0

9
非公表案件

2

産業廃棄物処理委託
8

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

7
建物管理委託（浜松町館）

6

うち 都からの補助金等

管理費

法人税等（再掲）

事業費

経常外費用

当期指定正味財産増減額

5

昇降機設備保守委託

冷温水発生機保守委託
中央監視設備保守委託4

1

４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No.

平成２２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

備考

１　事業（施設）名

２　事業（施設）概要

３　収支状況（単位：千円）
収支

ゴンドラ設備保守委託

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）

契約件名

3
空調自動制御設備保守委託
夜間機械警備保守委託

資産（期首残高）

団体　計

当期一般正味財産増減額

項目

うち 都からの委託料

経常費用

経常外収益

産業貿易センター事業

東京都立産業貿易センター（浜松町館・台東館）の庁舎管理を実施する。
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